
３ 農山漁村地域を守り活性化する施策の推進

（１）農山漁村活性化に向けた地域の創意工夫の後押し

【 ， （ ， ） 】農山漁村活性化対策 １８８ ９１１ １７８ １２１ 百万円

対策のポイント

農山漁村への定住や都市との地域間交流を一層促進するための整備や都

市と農山漁村の共生・対流の国民運動を促進します。また、農山漁村にお

ける豊かな人間関係・社会的なつながりの維持・再生の取組や農林水産業

と商業・工業等の連携促進を支援するなど、農山漁村の活性化に向けた地

域の創意工夫を積極的に後押しします。

（農山漁村活性化法）

農山漁村の活力が低下していること 農山人口の減少、高齢化の進展等により を背景に、

及び を促進することにより漁村における定住や二地域居住 農山漁村と都市との地域間交流

ことを目的として、 されました。農山漁村の活性化を図る 平成１９年８月１日に施行

政策目標

平成２３年度までの５年間に全国の市町村の過半（1,000以上）で居住

者、滞在者の増加につながる農山漁村の活性化に向けた新たな取組を創出

＜内容＞

１．農山漁村への定住等及び地域間交流を通じた農山漁村活性化支援 別紙１

農山漁村活性化法に基づき、定住や二地域居住、地域間交流を一層促進するた

めに必要な施設整備等の取組をきめ細かく支援します。また、各省連携による小

学生の長期宿泊体験活動の推進、民間主体による共生・対流の国民的運動を自立

的・持続的に展開します。

【農山漁村活性化プロジェクト支援交付金 ３０，５４６（３４，０８８）百万円の内数】

【広域連携共生・対流等対策交付金 ９７３（８００）百万円の内数】

【賑わいある美しい農山漁村づくり推進事業 ６８（０）百万円】

２．地域を支える人のつながりの維持・再生と資源保全の取組への支援 別紙２

農山漁村の豊かな人間関係とつながりを再生し、地域自ら考え行動する力を向

上させる取組や地域資源を適切に維持するための取組を支援します。

【農山漁村地域力発掘支援モデル事業 １，１１０（０）百万円】
ふ る さ と

【農地・水・環境保全向上対策 ３０，１８６（３０，２８６）百万円】

【ストックマネジメント技術高度化事業（公共） １，７８８（０）百万円】

【基幹水利施設ストックマネジメント事業（公共） ６，５００（４，０００）百万円】



３．中山間地域等条件不利地域への支援 別紙３

中山間地域等の条件不利地域において、農業生産活動の継続による多面的機能

が確保されるよう、中山間地域等直接支払制度を着実に推進するとともに、小規

模・高齢化集落の水路、農道等の地域資源を保全管理するための活動を支援しま

す。

【中山間地域等直接支払交付金 ２２，１４６（２２，１４６）百万円】

【小規模・高齢化集落支援モデル事業 ２３６（０）百万円】

４．農林水産業と商業・工業等の産業間での連携の促進

地域の基幹産業である農林水産業と商業・工業等の分野が連携し、相乗効果を

発揮していくことをねらいとして、地域産品に関する販売促進・新商品開発、地

域産業におけるイノベーションの促進等に対する支援を実施し、地域の活性化を

図ります。

【食料産業クラスター展開事業 ６０９（６０９）百万円】

【新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業 ５，２００（０）百万円の内数】

【地産地消関連対策 ８３４（７９４）百万円】

【IT活用型営農成果重視事業 ７６（９５）百万円】

【漁業再チャレンジ支援事業 ５１８（５５５）百万円】

【新需要創造対策 ６３０（１，０１０）百万円】

【地域流通モデル構築支援事業 ２０（０）百万円】

【食品産業ＨＡＣＣＰ等普及促進事業 １５０（０）百万円】

５．地域の創意工夫をいかした取組への総合的支援

食育の一環としての教育ファーム、地産地消、有機農業への取組や輸出への取

組、生産基盤・生活環境整備等の地域の創意工夫をいかした取組を総合的に支援

します。

【にっぽん食育推進事業 ２，７７６（３，８１５）百万円の内数】

【地産地消モデルタウン事業 ３２１（２８１）百万円】

【有機農業総合支援対策 ４５７（５４）百万円】

【村づくり交付金（公共） ２９，５６０（２８，５２８）百万円】

【里山エリア再生交付金（公共） ９，９００（９，８２２）百万円】

【山村再生総合対策事業 ３００（０）百万円】

【漁村再生交付金（公共） ７，７４６（８，５０５）百万円】

【農林水産物等輸出促進対策 ６００（６００）百万円】

【農村振興総合整備事業（公共） ６，１４８（５，３３５）百万円】

【中山間地域総合整備事業（公共） ３３，０１４（３０，４６７）百万円】

【畑地帯総合整備事業（公共） ３５，９９４（３５，０３３）百万円】

【水産物流通機能高度化対策事業（公共） ９８，７５３（０）百万円の内数】

[担当課：農村振興局農村政策課 （０３－３５９１－８６５１ （直 ）]）



別紙１

都市と農山漁村の共生・対流対策

【１，０４１（８００）百万円】

対策のポイント

総務省、文科省等と連携して、小学生１学年規模の宿泊体験の受入れが

可能な体制の整備に向けたモデルづくりや、民間の力を活用した新たな共

生・対流の国民運動等への支援を行います。

＜内容＞

１．農山漁村への定住等及び地域間交流の促進のための施設整備

小学生１学年規模で宿泊体験活動をできるようにするため、農林漁家の空き家

及び廃校などの地域の既存ストックを活用した宿泊体験活動受入拠点施設の整備

、 「 」等を進めるとともに 農山漁村の地域資源へのアクセスを改善する 農村のみち

の整備への支援等を行います。

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金 ３０，５４６（３４，０８８）百万円の内数

補助率：定額

事業実施主体：地方公共団体

２．都市と農山漁村の共生・対流の国民運動の促進

農山漁村旅行商品の開発・提供や民間企業が行う社会貢献活動との連携など、

民間主体による共生・対流の国民運動の新たな展開を支援します。

賑わいある美しい農山漁村づくり推進事業 ６８（０）百万円

補助率：定額

事業実施主体：民間団体

３．各省連携による小学生の宿泊体験等の全国的な展開

総務省、文科省等との連携により、小学生１学年規模の宿泊体験が可能な体制

の整備に向けた受入拡大モデルの構築等を支援します （将来は年間１２０万人。

の受入れを目標）

広域連携共生・対流等対策交付金 ９７３（８００）百万円の内数

補助率：定額

事業実施主体：民間団体

[担当課：農村振興局農村政策課 （０３－３５９１－８６５１ （直 ）]）



別紙２

農山漁村における豊かな人のつながりの維持・再生

【３９，５８４（３４，２８６）百万円】

対策のポイント

農山漁村に住む人たちのつながりを維持・再生し、地域自ら考え行動する

力によって、農山漁村の持続的な発展の基礎をなす｢農山漁村生活空間｣や｢地

域資源｣を適切に維持・保全・活用するための取組を支援します。

＜内容＞

１．農山漁村生活空間の保全・活用

地域住民に加え、都市住民、ＮＰＯ、企業等の多様な主体の協働により、伝統

文化等の有形無形の資源からなる「農山漁村生活空間」を保全・活用するモデル

的な取組を支援します。

農山漁村地域力発掘支援モデル事業 １，１１０（０）百万円
ふ る さ と

補助率：定額

事業実施主体：地域協議会、民間団体

２．農地・水・環境保全向上対策の推進

農地・水・環境の良好な保全と質的向上を図るため、地域ぐるみで効果の高い

共同活動と先進的な営農活動を実施する地域等を支援します。

農地・水・環境保全向上対策 ３０，１８６（３０，２８６）百万円

補助率：定額

事業実施主体：地域協議会、地方公共団体

３．地域資源の保全に向けた新たな政策手法の展開

農業生産に不可欠な水を供給する農業水利施設の機能を最も効率的かつ経済的

に維持するため、既存施設の有効活用・長寿命化を推進していきます。

【ストックマネジメント技術高度化事業（公共）１，７８８（０）百万円】

【基幹水利施設ストックマネジメント事業（公共）６，５００（４，０００）百万円】

[担当課：農村振興局農村政策課 （０３－３５９１－８６５１ （直 ）]）



別紙３

中山間地域等条件不利地域への支援

【２２，３８２（２２，１４６）百万円】

対策のポイント

耕作放棄地の増加等により多面的機能の低下が特に懸念されている中山

間地域等において、農業生産の維持を図りながら、多面的機能を確保する

ため、直接支払いを実施するとともに、小規模・高齢化集落の水路、農道

等の地域資源を保全管理するための活動を支援します。

＜内容＞

１．中山間地域等における農業生産活動等への支援

耕作放棄地の増加等により多面的機能の低下が特に懸念されている中山間地域

等において、農業生産の維持を図りながら、多面的機能を確保するため、直接支

払いを実施するととともに、中山間地域等の緊急的な課題に対応するため、交付

の対象となる農用地の運用を一部見直します。

中山間地域等直接支払交付金 ２１，８００（２１，８００）百万円

補助率：定額

事業実施主体：地方公共団体

２．直接支払の適正かつ円滑な実施

都道府県及び市町村が行う直接支払の適正かつ円滑な実施を確保します。

中山間地域等直接支払推進交付金 ３４６（３４６）百万円

補助率：定額

事業実施主体：地方公共団体

３．小規模・高齢化集落における地域資源の保全管理への支援

中山間地域等直接支払制度に取り組んでいる集落等が、集落間の連携により、

小規模・高齢化集落に出向いて水路、農道等の保全管理活動（点検、簡易な補修

等）を行う取組を支援します。

小規模・高齢化集落支援モデル事業 ２３６（０）百万円

補助率：定額

事業実施主体：集落連携促進協議会

[担当課：農村振興局地域整備課 （０３－３５０１－８３５９ （直 ）]）



（２）地域に埋もれている「匠の技」や農林水産物本来の「持ち味」

を活かした農林水産業の活性化

【匠の技関係 １３７（０）百万円】

【有機農業総合支援対策関係 ４５７（５４）百万円】

【やさい・くだものの消費関係 ５０（０）百万円】

【地産地消の推進関係 ３２１（２８１）百万円】

対策のポイント
篤農家等が持つ技術を「匠の技」として確立し、若手農業者への技術継承や

により地域の活性化を図る取組を支援するとともに、篤農その効果的な活用

家等を 。「農業技術の匠」（仮称）に選定し、その技術の普及を促進します

また、全国段階で有機農業の参入促進・普及啓発に取り組むとともに、土づ

くりの推進を図りながら、全国における有機農業の振興の核となるモデルタウ

ンを育成します。

栄養成分表示のガイドラインの策定により、栄養成分等に特徴のある生

産の展開と消費者の求める情報の提供を推進します。

さらに、高齢者や小規模農家など多様な主体が活躍する農産物直売所を

中心とした地産地消のモデル的な取組を支援します。

（篤農家等の技術の活用による地域活性化の事例）

・農家が発案した収穫後の を地域の関係機関うねを再利用するイチゴの省力化栽培技術

が連携して現地実証を行い、施肥のポイントなど栽培管理方法を明確化したことによ

り、周辺農家に波及し、 につながった。イチゴ産地の活性化

（有機農業とは）

・ とする環境と調和のとれた農業化学肥料、農薬を使用しないこと等を基本

ＪＡＳ法に基づく有機農産物の格付数量の割合は、・国内農産物の総生産量に占める、

（平成１７年度）０．１６％

（栄養成分の情報提供のニーズについて）

「栄養成分の含有量」 ：46%・野菜についてほしい情報として と答えた人、

（地産地消の現状）

直売所は１万３千ヵ所 約3,000ヵ所・全国の 、うち農協や市町村が常設しているものは

・ の小中学校で学校給食に地場産農産物使用、 が地場農産物の利用増の意向約８割 ７割

政策目標
○効果的・効率的な普及事業の推進

○平成２３年度までに有機農業の推進を目的とする体制が整備されている

市町村の割合が５０％以上

○野菜消費量（１人１年当たり）の増加

現状（平成18年度速報値）94.8㎏→目標年（平成27年）100㎏

○学校給食における地場産品の使用割合を平成22年度までに30％以上へ



＜内容＞

１.「匠の技」を活かした地域の活性化

篤農家が農業現場で生み出した特色ある技術を「匠の技」として確立し、こ

の技術を核とした地域ブランドの形成等の地域の活性化を図るとともに、この

「農業技術の匠」として選定します。ような高度な技術を提供する篤農家等を

た、 活用可能なものについては、文書化、権利化、許諾、ま 知的財産として

流通という し、活用を促進します。一連の流れを創り出す手法を開発

【現場創造型技術（匠の技）活用・普及支援事業 ８０(０)百万円】

【農林水産知的財産発掘・活用促進事業 ５７(０)百万円】

別 紙２．有機農業の推進

有機農業の参入促進・普及啓発 土づくりの推全国段階で に取り組むとともに、

し進を図りながら、全国における有機農業の振興の核となるモデルタウンを育成

ます。

有機農業総合支援対策 ４５７(５４)百万円

補助率：１／２以内，定 額

事業実施主体：民間団体等

３. やさい・くだもの栄養成分情報提供推進事業

表示する栄養成分及び分析、表示方法等を検討 自主表示ガイドラインのし、

するとともに、生産物の栄養成分等を調べ量販策定及びその運用等について協議

店において します。情報提供を行うモデル的取組を推進

やさい・くだもの栄養成分情報提供推進事業 ５０(０)百万円

補助率：定 額

事業実施主体：民間団体

４. 地産地消モデルタウン事業

直売地域全体で地産地消に取り組む地産地消モデルタウンの整備等に加え、

所等を中心として高齢・小規模農家が活躍できるモデル的な生産・流通体制づく

します。りを支援

地産地消モデルタウン事業 ３２１（２８１）百万円

補助率：１／２以内

事業実施主体：民間団体等

担当課：生産局種苗課 （０３－３５０２－５９６６（直 ））

農産振興課 （０３－３５９３－６４９５（直 ））

園芸課 （０３－３５０２－５９５８（直 ））

生産技術課 （０３－６７４４－２４３５（直 ））

経営局普及・女性課 （０３－３５９３－６４９７（直 ））



別 紙

有 機 農 業 の 推 進

【有機農業総合支援対策 ４５７（５４）百万円】

対策のポイント

全国段階で有機農業の参入促進・普及啓発に取り組むとともに、土づく

りの推進を図りながら、全国における有機農業の振興の核となるモデルタ

ウンを育成します。

（有機農業とは）

・ とする環境と調和のとれた農業化学肥料、農薬を使用しないこと等を基本

ＪＡＳ法に基づく有機農産物の格付数量の割合は、・国内農産物の総生産量に占める、

（平成１７年度）０．１６％

政策目標

平成２３年度までに有機農業の推進を目的とする体制が整備

されている市町村の割合が５０％以上

＜内容＞

１．全国段階の活動

参入希望者への指導を行いうる有機農業① 有機農業への参入が図られるよう、

し、 などの情報提供等を行者を把握 インターネットを活用した研修先の紹介

います。

シンポジウまた、有機農業に対する消費者等の理解と関心を増進するための

を実施します。ムやメディアを利用した広報キャンペーン

有機農業推進団体支援事業 ７５（０）百万円

補助率：定額

事業実施主体：民間団体

有望な技術の実証試験を行い、成果② 有機農業に関する技術を確立するため、

します。また、有機農業等の推進に貢献した方の顕彰等を実施します。を提供

有機農業等指導推進事業 ５２（５４）百万円

補助率：定額

事業実施主体：民間団体



２．地域段階の活動

全国における有機農業の振興の核となる します。具体的にモデルタウンを育成

は、

有機農業への参入希望者に対する技術指導 販路開拓のためのマーケティン① 、

、消費者との交流、技術実証ほの設置グ

地域有機農業推進事業 １７８（０）百万円

補助率：定額

事業実施主体：協議会

② 有機農業に必要な栽培技術の習得、種苗の供給、土壌診断等を行うための拠

点（ ）の整備有機農業技術支援センター

地域有機農業施設整備事業 ８８（０）百万円

補助率：定額

事業実施主体：民間団体

などに取り組む地域を支援します。

３．土づくりの推進

① 「品質管理型堆肥自動混省力、低コストで高品質たい肥生産を可能とする、

します。合・かくはん装置」等を整備

土づくり対策施設整備事業 ４５（０）百万円

補助率：１／２

事業実施主体：民間団体

② を支援します。土づくり研修会の開催等を通じた指導体制の強化

土づくり対策推進事業 ４（０）百万円

補助率：定額

事業実施主体：民間団体

［担当課：生産局農産振興課（ ］０３－３５９３－６４９５（直））



・ 有機農業の推進に関する基本方針の策定（Ｈ19.４）

有
機
農
業
の
普
及
・
定
着

参入促進
普及啓発

有機農業推進法の施行（Ｈ18.12）

・全国段階で有機農業の参入促進・普及啓発に取り組むとともに、土づくりの推進を図りながら、全国に
おける有機農業の振興の核となるモデルタウンを育成します。

地域段階全国段階

・技術実証ほの設置
・有機種苗供給・土壌
診断の推進

（有機農業技術支援
センター）

・有機農業技術支援
センターの整備

・技術指導の実施

・販路開拓のためのマーケ
ティング活動

・農産物のＰＲ、流通販売
フェアの開催

･消費者との交流イベント

技術の習得
販路の確保

消費者との交流

経営基盤の安定

・インターネットを活用した
研修先等の情報の提供

・有機農業等の推進に貢献
した者の表彰

・シンポジウムやメディアを
活用した広報活動

・有機農業技術の実証試験

有 機 農 業 総 合 支 援 対 策

・ 有機農業は環境と調和し、消費者ニーズの高い取組
・ 一方、慣行農業と比べて技術の確立・普及が遅れており

未だ取り組みは少ない（有機農産物の割合：０．１６％）

有機農業の現状

有機農業（オーガニック）
モデルタウンの育成

・土づくり研修会の開催
・品質管理型堆肥自動混合・
かくはん装置の整備

土づくりの推進



（３）暮らしを守る鳥獣害対策の展開

【鳥獣害防止総合対策事業 ２，８００（０）百万円】

対策のポイント

鳥獣被害の深刻化・広域化に対応し、地域の実態に即した被害防止対策

の抜本強化を図るため、市町村等が策定する鳥獣害防止総合計画に基づく

取組等を総合的に支援します。

（野生鳥獣による農林水産業被害の現状）

・野生鳥獣の しています。生息分布域が全国的に拡大

10年前と比較してイノシシは5.1倍、ニホンジカは3.2倍、ニ・有害鳥獣の捕獲数が、

に増加しています。ホンザルは2.0倍、カワウは7.5倍

・しかしながら、 で高止まり、 で農作物被害金額は約200億円 森林被害面積は5～8千ha

推移しているほか、 発生しています。トド等による漁業被害が毎年10億円以上

農山漁村の暮らしに深刻・野生鳥獣による被害は、営農意欲の減退をもたらすなど、

を与えています。な影響

政策目標

野生鳥獣による農林水産業被害の軽減

＜内容＞

１．鳥獣害防止総合対策の推進

被害現場において、被害実態に即した主体的な対策が実施できるよう、市町

村等地域による鳥獣害防止総合計画の策定を推進します。

個体数調整、被害防除、生息環境管理の取組計画を策定した地域等において、

します。を総合的に支援

特に、以下の対策を重点的に推進します。

市町村職員、農林水産業団体職員等による捕獲体制① 狩猟者の減少に対応し、

の整備

箱ワナなど、捕獲機材の導入② 安全で効果的な捕獲に役立つ

処理加工施設の整備③ 捕獲鳥獣を地域資源として活用するための

侵入防止柵の整備④ 広域地域が一体となった

⑤ 等被害防除技術の導入・実証犬を活用した追い払い

⑥ による里地里山の整備、食害の防除及び野生鳥緩衝帯の設置（牛の放牧等）

獣の生息環境にも配慮した 等多様な森林づくり活動広葉樹林の育成

サル等の被害対策指導員の育成⑦



【鳥獣害防止総合対策事業 ２，８００（０）百万円】

【有害生物漁業被害防止総合対策事業 ８９０（８３０）百万円の内数】

【農山漁村活性化プロジェクト支援交付金

３０，５４６（３４，０８８）百万円の内数】

【森林・林業・木材産業づくり交付金 （９，７５６）百万円の内数】９，６９２

【健全な内水面生態系復元等推進事業 ３１５（３２２）百万円の内数】

２．関連対策

（１）技術開発

イノシシの効率的な捕獲技術の開発や鳥獣を引き寄せにくい営農管理技術の

効果的な被害防除技術の開発、カワウによる漁業被害防除技術の開発など、

を推進します。開発

５，２００（注）百万円の内数新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業

事業実施主体：民間団体等

注：平成１９年度は 「先端技術を活用した農林水産研究高度化事業」で実施、

（２）公共事業における被害防止施設の整備

各種公共事業の目的に応じ、被害防止施設の整備を推進します。

（３）その他

各地域における取組みを支援する観点から、①鳥獣害対策アドバイザーの登

録・紹介、②被害防止マニュアルの作成・配布、③指導者育成のための研修

を実施します。

［担当課：生産局農産振興課（ ］０３－３５９１－４９５８（直））
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個体数調整、被害の防除、生
息環境管理を総合的に実施で
きる鳥獣害防止総合対策事業
を創設

○ 市町村等地域が主体的に対策に取り組むことができるよう、各地域において鳥獣

害防止総合計画を策定

○ 個体数調整、被害の防除、生息環境管理を総合的に実施できる鳥獣害防止総合

対策事業（新規）を創設

○ 計画を策定した地域に対し、捕獲対策等のソフト面の取組、防護柵の整備等の

ハード面の取組を一体的かつ強力に支援

市町村・複数市町村レベルにおいて鳥獣害防止総合計画の策定

以下の対策を重点的に推進
狩猟者の減少に対応して

市町村職員、農林水産業関係団体職員等
による捕獲体制の整備

捕獲鳥獣の適切な処分を推進するため

捕獲鳥獣の地域資源としての活用促進

広域地域が一体となって侵入を防止するため

広域的な防護柵の整備促進

被害防除の取組を強化するため

犬を活用した追い払い等
被害防除技術の導入・実証

安全で効果的な捕獲を推進するため

箱ワナの普及促進

地域の計画等に基づく総合的な対策を強力に推進

【ハード対策】

【ソフト対策】

鳥獣害防止総合対
策事業（新規）

ソ
フ
ト
・
ハ
ー
ド
一
体
的
な
取
組
を
支
援

被害防止施設の整備

処理加工施設の整備等

捕獲対策
体制整備
追い払い対策
緩衝帯設置 等

計画的・総合的な被害対策の実施

人と鳥獣の棲み分けに配慮して

緩衝帯の設置（牛の放牧等）等による里地里
山の整備、食害の防除、野生鳥獣の生息環境に
も配慮した広葉樹林の育成活動等

個

体

数

調

整

被

害

防

除

生
息
環
境
管
理

・効果的な捕獲技術や防除技術の開発
・各種公共事業の目的に応じ、鳥獣害対策の取組を支援
・アドバイザーの登録・紹介、被害防止マニュアルの作成・配布、普及指導員等に対する研修

連 携関連対策

暮らしを守る鳥獣害対策の展開

サル等の被害対策においては特に困難性が高いため、

サル等の被害対策指導員の育成

放牧地 農地
山林

放牧地 農地
山林



（４）災害に強い農山漁村づくりと被災したコミュニティの回復へ

の支援の展開

【 ， （ ， ） 】安全・安心な農山漁村づくりの推進 ８６ ７３４ ８６ ０８７ 百万円

対策のポイント

農山漁村地域の安全度を高め、災害による被害の軽減を図ります。具体

的には、ハード整備とソフト対策等が一体となった防災・減災対策を推進

します。また、被害を受けた農山漁村地域のコミュニティの回復を支援し

ます。

（災害に係る農山漁村の現状）

近年甚大な自然・ 平成１９年に発生した台風４号や新潟県中越沖地震などのように、

しています。災害が多発化

被災リスク・ 地球温暖化の進行に伴って大雨の頻度や熱帯低気圧の強度が高まるなど

しています。が増大

・ 農村の過疎化、農家の減少・高齢化に伴い、農地・農業用施設を管理する農家の防

農村の災対応能力が低下する一方、混住化の進展等に伴い被災リスクが増大するなど

しています。地域防災力が低下

・ 里山等における竹林の拡大等による荒廃森林の増加が懸念されており、森林の整備･

保全を通じて させることが重要となっています。山地災害防止機能等を向上

・ 漁村は、概して、前面が海、背後が山という狭隘な土地に立地するなど地震・津波

等の 。災害に対して脆弱な面を有しています

政策目標

（ ）○ 集中豪雨等による被害の発生するおそれのある農用地 延べ８１万ha

について、防災・減災対策を実施

○ 周辺の森林の山地災害防止機能等が確保された集落数を平成２０年度

末までに４，０００集落増加

○ 平成２３年度までに、防災機能の強化が講じられる漁村の人口比率を

２１％（平成１６年度）から概ね３０％に向上

＜内容＞

１．安全・安心な農村づくりの推進

ため池等の農業施設について、広域的観点も踏まえ、ハード整備とソフト対策

が一体となった防災・減災対策を行うことにより、農村地域の安全度の向上と災

害による被害の軽減を図ります。また、甚大な被害を受けた農村地域のコミュニ

ティの回復を支援するための対策を推進します。



【広域防災ため池等整備モデル事業（公共） １００（０）百万円】

【農村災害対策整備事業（公共） １００（０）百万円】

【ため池等整備事業（一般 （公共） １６，４７９（１４，７１８）百万円】）

【海岸事業（農地 （公共） ８，４８６（８，８０６）百万円】）

２．里山等における荒廃地・荒廃森林の整備・保全の推進

竹林の拡大等により荒廃した里山等の集落周辺において、治山施設の設置によ

る荒廃地等の整備に加え、本数調整伐等の森林整備を併せて行うことにより、山

地災害による被害の防止・軽減を図る治山事業を効果的に推進します。

【治山事業（復旧治山、予防治山等 （公共））

４５，３０５（４５，７５７）百万円】

３．災害に強い漁村づくりの推進

効率的な緑地・広場施設（避難地 、防災情報伝達施設等の整備や早期復興に）

向けた被災後の時間経過に応じた減災対策手法マニュアルの策定・普及により漁

業地域の防災・減災対策を推進します。また、台風等により被災を受けるおそれ

の高い地域等において地震、津波、高潮対策を緊急に実施します。

【漁業集落環境整備事業（公共） ６，０８５（６，２７４）百万円】

【強い水産業づくり交付金 ７，７３０（８，７６２）百万円の内数】

【漁業地域の減災モデリング事業 ３０（０）百万円】

【海岸事業（漁港 （公共） １０，１４９（１０，５３２）百万円】）

農林水産業被害年次別一覧（過去５カ年）
（単位：百万円）

年次 被 害 額 主 な 災 害
うち施設うち農林水産物

14 199,844 45,065 154,779 台風6･7号、台風15号、台風21号

15 650,172 420,724 229,448 宮城県沖地震、宮城北部地震、7月梅雨前線豪雨、台風10号、

台風14号、十勝沖地震、冷害

16 1,000,469 239,687 760,782 台風6号、7月梅雨前線、台風10･11号、台風15号、台風16号、

台風18号、台風21号、台風22号、台風23号、新潟県中越地震

17 190,800 18,200 172,500 福岡県西方沖地震、梅雨前線豪雨、台風第14号

18 289,300 50,600 238,700 豪雪、梅雨前線豪雨、台風第13号、10月初旬の低気圧

注）被害額については、農林水産業被害報告取りまとめ要領（昭和48年5月21日48総第382号農林水

産事務次官依命通知）に基づき集計したもの。

担当課：農村振興局防災課 （０３－６７４４－２２１０（直 ））

林野庁治山課 （０３－６７４４－２３０７（直 ））

水産庁防災漁村課 （０３－３５０２－５６３３（直 ））



（５）都市農業の振興

都市農業振興対策 ８３４（７９４）百万円】【

対策のポイント

都市住民のニーズ等を踏まえ、都市農業の振興及び都市農地の保全に係る

地方公共団体の計画的な取組を促進するため、各種施策を一体的に推進し、ま

た、都市農業に関する窓口を設け、各種事業についての連絡調整を行います。

（地方公共団体の取組状況）

○ （平成18年12月策定）練馬区： みどり３０推進計画「 」

緑被率（敷地の面積に対して 「樹木の覆っている部分 「樹林 「草地 「農、 」 」 」

地」の面積の占める割合）30％を30年後に実現

（ ）○大阪府： 大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例「 」 平成19年10月制定

政策目標

○ 都市農地の保全と活用を図り、新鮮で安全な農産物の供給

や体験・交流の場の提供を求める都市住民の期待に対応

○ 市民農園区画数を６年で３万区画増加

約１２万区画（１５年度） → 約１５万区画（２１年度）

＜内容＞

１．新鮮な農産物の供給に関する支援

（１）農産物の供給に必要な施設等の整備

新鮮な農産物供給等の観点から、耕土改良等の基盤整備や農産物加工処理

施設の整備など、都市農業振興に必要な施設等の整備を支援します。

【広域連携共生・対流等対策交付金 ９７３（８００）百万円の内数】

【強い農業づくり交付金 ２４，９１４（３４，０６７）百万円の内数】

（２）都市部における地産地消の推進

地域全体で地産地消に取り組む地産地消モデルタウンの整備等に加え、直

売所等を中心として高齢・小規模農家が活躍できるモデル的な生産・流通体

制づくりを支援します。また、地産地消の拠点となる直売所等の環境整備、

コーディネーターの育成、関係者のネットワークづくり等を推進します。

【広域連携共生・対流等対策交付金 ９７３（８００）百万円の内数】

【地産地消モデルタウン事業 ３２１（２８１）百万円】



【強い農業づくり交付金（地産地消特別枠） ５００（５００）百万円】

【地産地消推進活動支援事業 １３（１３）百万円】

２．農業体験や交流の場等の提供に関する支援

（１）都市農業の機能を活用した体験・交流活動の推進

都市農業の振興及び都市農地保全に資するモデル的取組や援農ボランティ

ア養成施設等の整備を支援します。

広域連携共生・対流等対策交付金 ９７３（８００）百万円の内数

補助率：定額

事業実施主体：民間団体

（２）教育ファームの推進

食育の推進の一環として、教育ファームが全国で幅広く継続的に展開され

るようにするための支援や、教育ファーム推進計画の作成及び優良事例の情

報提供等の支援を行います。

【にっぽん食育推進事業 ２，７７６（３，８１５）百万円の内数】

【食の安全・安心確保交付金 ２，３４５（２，５１３）百万円の内数】

３．緑地・防災空間の提供や自然循環機能の増進に関する支援

（１）緑地・防災空間に必要な施設整備

既存の農業用用排水施設の改修や親水・景観保全施設等の整備を支援し、

農地保全を通じ、ヒートアイランド対策を推進します。また、防災施設の整

備として、防災兼用井戸の整備や、災害を未然に防止するため、農業用ため

池の改修を実施し、親水・緑地空間としての活用も推進します。

【広域連携共生・対流等対策交付金 ９７３（８００）百万円の内数】

【ため池等整備事業（一般 （公共） １６，４７９（１４，７１８）百万円の内数】）

（２）バイオマスの利活用の促進

バイオマス資源を循環利用する総合的利活用システムを構築するためのバ

イオマスタウン構想の策定、バイオマス変換・利用施設等の一体的な整備等

を支援します。

地域バイオマス利活用交付金 １１，１２９（１４，３４６）百万円の内数

補助率：定額

事業実施主体：地方公共団体、民間団体

［担当課：農村振興局農村政策課 （０３－３５０２－００３３ （直 ］））



（６）農山漁村の場での再チャレンジ支援

【農林漁業再チャレンジ支援対策 １１,３５８（１１,１９４）百万円ほか】

対策のポイント
農山漁村地域に新たな活力をもたらすため、国民の二地域居住やＵＪＩタ

ーン等の「暮らしの複線化」の実現を、農林漁業への就業支援等により後押
しします。

（暮らしの複線化とは）

・ 都市住民の地方への中・長期滞在、二地域居住、ＵＪＩターンなど、異なる場で暮ら

す、又は年代によって生活の場を変えるという多様な暮らし方のこと。

(現状)

・ 都市部の若者や団塊世代等の農山漁村への関心は高く、

都市住民の約４割 二地域居住の願望を持っています。① が、都市と農山漁村との

都市住民の約２割 定住願望を持っています。特に、２０歳代、５② が、農山漁村への

と高くなっています。０歳代で３割

・ 2007年から を迎えていますが、大半の方が定年後団塊世代(680万人)が大量に定年退職

も働く意欲を持っています。

・ となっています。政府では2010年までにピーク時の８フリーターは2006年には187万人

を設定しています。割に減らす目標

政策目標
60歳以上の離職就農者数を5割増（4.2万人（15年度）→ 6万人（23年度)）

新規就農者数(39歳以下) 毎年12千人程度
新規林業就業者数 毎年 4千人程度
新規漁業就業者数 毎年15百人程度

＜内容＞
１ 「人生二毛作 「スローライフ＆ジョブ」 の啓発・普及． 」、 ※

「人生二毛作」や「スローライフ＆ジョブ」を紹介するキャンペーンの実施等により、

団塊世代、若者等が します。農山漁村の場で活躍するための情報提供

スローじんせい二毛作再チャレンジ支援事業 ７２（８０）百万円

事業実施主体：民間団体等

※・人 生 二 毛 作 ：定年後の団塊世代が培った能力等を活かしながら田舎で再び活躍すること。

・ｽﾛｰﾗｲﾌ＆ｼﾞｮﾌﾞ ：田舎で新たな価値観と生活スタイルを確立して、農林水産業で再チャレンジすること。

２．経験ゼロから始めても農林漁業に就けるトータルサポートの提供
（１）農業における再チャレンジ

情報提供・相談、体験・研団塊世代、若者等が経験がなくても農業に就けるよう、

を行います。さらに、再チャ修、参入準備、定着の各段階に対応したきめ細かな支援

レンジ就農者の 等を充実し、新たな発想・アイデアに基づく新分野への進出への支援

若者等の農業参入・定着を後押しします。

このほか、新たに農業高校生の就農、障害者の農業法人への雇用を推進します。

【農業再チャレンジ支援事業 ５８６（６４１）百万円】

【強い農業づくり交付金(再チャレンジ優先枠) ３００（５００）百万円】

【地域連携農業高校実践教育推進事業 ６７（０）百万円】

【農村生活総合調査研究事業のうち

（ ） 】農業法人等による障害者雇用の円滑な定着に関する調査研究 ２１ ０ 百万円

ほか



（２）林業における再チャレンジ
森林施業をより効率的に実施するた林業への就業に必要な技術に関する実地研修や

。 、 、めの研修等 地域の林業をビジネスとして展開する人材の養成を支援します また や

Ｕターン森林所有者に対する情報提供等への支援を行います。

林業再チャレンジ支援事業 ６，７６０（６，７６０）百万円

補助率：定額

事業実施主体：民間団体

（３）漁業における再チャレンジ
、 、 、情報提供や相談窓口の設置 漁業チャレンジ準備講習 漁業就業支援フェアの開催

など、異業種からの参入も含めて、各段階に対応漁業現場における体験、研修の実施

水産高校等と地域の漁業・水産業界が協働したきめ細やかな支援を行います。また、

します。し、将来の漁業・水産業の専門知識を有する人材育成を推進

【漁業再チャレンジ支援事業のうち漁業就業者促進情報整備事業及び

新規就業者確保・育成支援事業 ２４８（２７５）百万円】

【水産高校等を中心とした

地域の漁業・水産業担い手育成プロジェクト事業 １０３（０）百万円】

ほか

３．農林漁業者へのアドバイザーとしての団塊世代の知見の活用
他産業で培った経験・能力を有する団塊世代等を農林漁業経営体に対する研修の講師

することにより、団塊世代等の持つ能力を農林漁業経営体で発揮できる環境として活用

を整備します。

人生二毛作の実現に向けた他産業従事者による

農林漁業経営体発展支援研修事業 １８６（２０７）百万円

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

４．農山漁村での二地域居住・起業等の支援
農山漁村への定住や滞在、都市との交流等の国民的な運動の一層の推進、定住・二地

域居住に向けた新たな手法の検討、宿泊体験活動の受入体制整備への支援、滞在型市民

農園等の整備促進のための技術的支援等を実施します。

また、農山漁村における新たな産業の創出や、産業振興を担う人材の育成等への支援

を行います。

【賑わいある美しい農山漁村づくり推進事業 ６８（０）百万円】

【農山漁村活性化プロジェクト支援交付金

(再チャレンジ優先枠) 1，０００（１,０００）百万円】

【広域連携共生・対流等対策交付金 ９７３（８００）百万円】

【農村コミュニティ再生・活性化支援事業 １４３（２１５）百万円】

【山村再生総合対策事業 ３００（０）百万円】

【漁村地域力向上事業 １０３（７５）百万円】

【人づくりによる農村活性化支援事業 １１（１７）百万円】

【漁業再チャレンジ支援事業のうち

キャリア活用型再チャレンジプラン支援事業 ２７０（２８０）百万円】

ほか

[担当課：経営局普及・女性課（０３－３５０２－１９６２（直 ）]）



他産業からの農林漁業者へのアドバイザーとして団塊世代の知見の活用
１.９（２.１）億円

・農林漁業等地域での活躍・定着
に向けた研修・起業等の支援

・滞在・交流の拠点の整備や、Ｎ
ＰＯ等のボランティア活動の支援

農林漁業再チャレンジ支援対策
総額：１１４(１１２)億円ほか

・経験ゼロの人が安心して就業･定住できるよう､きめ細かな対策を実施

・地域活性化に資するため、二地域居住･農山漁村での起業等を支援

スローライフ
＆ジョブ

人生二毛作
の啓発・普及
０.７(０.８)

億円

シ
ン
ポ
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ム
の
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催
・
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ア
を
利
用
し
た

集
中
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

総
合
情
報

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
よ
る

情
報
発
信

再チャレンジ支援総合プラン
（H18.12）

スローライフ＆ジョブ

人生二毛作

農
業

このほか、
○ 就農後の技術指導
○ 女性の経営参画促進
○ 農業高校生への就農促進
○ 障害者の雇用促進

２.１(１.４)億円
強い農業づくり交付金
２４９(３４１)億円の内数

○ 情報提供・相談
○ 体験・研修
○ 参入準備
○ 定着

林
業

《森林所有者向け》
○ 情報提供・相談
○ 学習会・短期研修

《林業就業者向け》
○ 情報提供・相談

６８（６８）億円

漁
業

○ 情報提供・相談
○ 体験・研修
○ 漁業就業・参入準備

２.５(２.７)億円

このほか、
○ 水産高校生への就業促進

１.２(０.２)億円

○ 二地域居住・定住の推進
○ 都市との交流推進

○ 起業支援

総額 １９（１６）億円
農山漁村活性化プロジェクト支援交付金
（優先枠） １０（１０）億円

二地域居住・農山漁村での起業等支援

農林漁業への就業支援

都市 農山漁村

都会の若者・女性が田舎で新たな価値観
と生活スタイルを確立して、農林漁業で再
チャレンジ

定年後の団塊世代が培った能力等を活か
しながら田舎で再び活躍

再チャレンジ支援策の今後の方
向性（H19.5）

・地域における若者支援の拡充

・「暮らしの複線化」の推進

若者や団塊世代の農林漁業への就業
支援等

ス
ロ
ー
ラ
イ
フ
＆
ジ
ョ
ブ
、

人
生
二
毛
作
の
実
現

・農山漁村における新たな産業創出

・産業振興を担う人材の育成 等

･地域林業ビジネス
リーダーの養成

･就農者の新たな発想・アイデ
アに 基づく新分野進出の支援

農
山
漁
村
の
活
性
化

･施業の効率化等のための
長期実地研修

・国民運動の展開
・促進手法の検討
・農林漁家民宿の受け入れの体制整備 等

５.９(６.４)億円
強い農業づくり交付金(優先枠)３.０(５.０)億円

破線囲みは拡充事項
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